
　〔根拠法令〕 障害者基本法第36条

大阪市障害者施策推進協議会条例

　※ 必要に応じて部会を置くことができる。

〔目的〕

○　発達障がい者の乳幼児期から成人期までの各ライフステージに対応する

　　一貫した支援体制の検討。

○　発達障がい者にかかる先駆的な支援の取組みの評価、取りまとめを行い、

　　発達障がい者の成長段階に応じた支援手法の開発を図る。

〔委員〕

　　学識経験者、発達障がい者支援関係団体、関係施設、関係機関の代表等

「行政運営上の会合」 （＝ 行政運営上の参考に資するため、同一の有識者等に

継続して意見を聴取する場）に該当する場合、条例上の位置付けが必要。

平成25年度からの大阪市発達障がい者企画・推進委員会の運営について（案）
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（ 発達障がい者支援体制の検討 ） 


